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Ⅰ  石巻ブロック災害廃棄物処理の概要 
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１）業務場所 

平成24年11月 平成25年11月 

旧北上川 

石巻駅 

業務実施場所 

（二次仮置き場） 
・・・工業用地として整備中の埋立地 

50ha 

18ha 
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２）主な処理フロー 

再生利用されるもの 
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最終処分されるもの 

目標リサイクル率
８０％以上！ 



３）処理実績 

災害廃棄物等数量（石巻ブロック分） 

 災害廃棄物   231.7万トン 
   可燃物    33.1万トン（14.3％） 
   不燃物    98.2万トン（42.4％） 
   混合廃棄物 100.4万トン（43.3％） 

 津波堆積物    71.2万トン 計302.9万トン 
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４）業務工程 
一部施設 

稼働開始 

全施設稼働 

（本格処理開始） 
焼却処理 

完了 

災害廃棄物 

処理完了 

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 

既存廃棄物撤去・処分 

二次仮置場建設 

二次仮置場への運搬 

破砕選別処理 

焼却処理 

リサイクル・最終処分 

施設解体工（Aヤード） 

施設解体工（Bヤード） 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

既存混廃フレコンバック詰 

①現場に乗り込んでから施設の本格稼働まで約1年（一部稼働まで8カ月） 
②施設の稼働期間は約20カ月 
③施設解体、原状復旧期間は9カ月 5 



Ⅱ  石巻ブロック災害廃棄物処理で 

得られた成果と課題 
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①仮置き場により廃棄物の組成が大きく異なる（がれきは生き物） 
 
→ フレキシブルな処理ラインの変更が必要。 
    （例：混合廃棄物の破砕選別の前処理として土砂分級を実施） 
 
  ⇒コア施設は定置式でいいが、移動式も組み合わせることが望ましい。 

定置式 移動式 7 
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②粗選別が不十分だと、施設トラブル、環境負荷を引き起こす。 
 
→ 粗選別により、リサイクルできるもの、有害なもの、 
  思い出の品を選別。 
 
  ⇒粗選別に労力をかけることにより、結果的に後段の処理の 
   負荷が減る 
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重機による粗選別 

アスベスト含有建材 思い出の品 

人による粗選別 

コンクリードガラ タイヤ 
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  漁網：選別→破砕→焼却   ＦＲＰ：破砕→焼却 

③処理困難物は、数量は少ないが処理方法が処理先が確保できなかった。 
 
→ 場内設備の活用、新規設備の導入により処理方法を試行錯誤。 
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肥料：津波堆積物と混合不溶化→再利用   油混じり土：不溶化→再利用 

  飼料：袋詰め→焼却   液物：飼料と混合→焼却 12 



④再生資材の製造と利用のタイムラグ 
 
  → 復興事業における再生資材利用までに時間がかかり、 
    仮置き場が必要。 
    再生資材を製造しても利用先がないと「廃棄物」 
 
   ⇒・利用先が確定されるまで、資材保管場所を確保 

    ・土壌洗浄により製造した砂は、サンドコンパクションパイル     

     用資材として利用（リサイクルには有効） 

    ・焼却灰造粒固化物、洗浄後の礫、不燃物などは港湾埋立資材 

     として利用 
    

資材保管場所 洗浄砂はサンドコンパクションパイル用 

資材として利用 
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石巻港 港湾埋立用資材 
面積：約9ha 
再生資材埋立量：89.4万m3 
（覆土等除く） 123.1万トン 

不燃物 洗浄礫 津波堆積物 

改質・不溶化物 

焼却主灰 

造粒固化物 

石巻港埋立場所 
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 ⑤処理開始直後はフル稼働は無理 

   ⇒稼働率を考慮した処理計画を策定する必要あり。 
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40,000t/月÷30日＝1,333t/日 

        ＝1,590t/日×84％ 
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Ⅲ  石巻ブロック災害廃棄物処理の経験から 

言える今後の備えについて 
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１．平時からの準備【主に国、自治体】 

 

 ○一次仮置き場、二次仮置き場の確保【自治体】 

  ・広い用地があればよりよい 

  ・借地の場合、返地条件を事前に詰めておく 

 

 ○再生資材利用先の情報収集【自治体】 

  ・平時から廃棄物部局と土木部局、農林部局の連携 

  ・利用先がない場合を想定した資材仮置き場の事前準備 

 

 ○広域処理に関する協定の締結【国、自治体】 

  ・災害時の受入品目、量、基準の明確化、協定締結 

  ・広域処理は県外だけでなく、県内も 
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２．災害発生後の対応 

 

 ○発生した災害廃棄物の種類・量の推定【発注者、施工者】 

  ・測量と組成、比重調査、被災家屋数からの推定 

  ・頻度を高めた量推定の実施（組成と比重は時期で異なる） 

 

 ○関係者による定例会の実施【発注者、施工者】 

  ・発注者（県、市町村）、施工者、資材利用者による 

   情報共有、速やかな課題対処 

 

 ○現地事務所の設置、権限【発注者】 

 

 ○各分野技術者の英知の集結【発注者、施工者】 

  ・土木系、環境系、機電系、農林系、化学系など 19 



ご清聴ありがとうございました。 
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